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補助金等見直しヒアリング資料 

【補助金要綱】 

 

Ｐ.1～Ｐ.３ 分団運営費交付金 

（消防本部消防総務課） 

Ｐ.4～P.5 自給率向上推進対策事業補助金 

（建設経済部農林課） 

Ｐ.6～P7 指定通信教育修了者受講費助成金 

（総務部総務課） 

Ｐ.8～Ｐ１０ 自然エネルギー利用促進補助金 

     （生活環境部環境推進課） 

P.11～P.14 シルバー人材センター補助金 

     （健康福祉部長寿介護課） 
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菊川市消防団運営費交付金交付要綱 

制定 平成20年２月６日告示第11号  

改正 平成21年３月26日告示第40号  

平成22年７月７日告示第117号  

平成24年３月30日告示第63号  

平成25年３月29日告示第84号  

平成27年３月31日告示第87号  

（目的） 

第１条 この要綱は、菊川市消防団（以下「消防団」という｡)の実施する活動に対し、当

該年度の予算の範囲内において交付金を交付し、消防団の運営の推進を図るものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、次に定めるところによる。 

(1) 消防団 菊川市消防団条例（平成17年菊川市条例第136号）に規定する消防団員をも

って組織するものをいう。 

（交付の対象及び交付額） 

第３条 交付の対象及び交付額は、次の表に掲げるとおりとする。 

交付の対象 
交付額 

事業の区分 経費 

消防団員互

助会運営事

業 

当該事業に

要する経費 

消防団員互助会会員１人当たりの年会費に相当する額に消

防団員の人数を乗じて得た額とする。 

消防団幹部

視察研修事

業 

当該事業に

要する経費

のうち、交通

費及び宿泊

費 

当該事業に要する経費の範囲内の額とし、500,000円を限度

とする。 

消防団運営

事業 

当該事業に

要する経費 

消防団員１人当たり20,000円に対し、消防団員数を乗じた額

とする。 

（交付金の申請） 

第４条 交付金の交付申請をしようとする者は、消防団運営費交付金交付申請書（様式第

１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、市長が提

出を要しないと認めた添付書類については、省略することができる。 

(1) 消防団運営費交付金収支予算書（様式第２号） 

(2) 消防団運営費交付金事業計画書（様式第３号） 

(3) その他参考となる書類 

２ 前項の申請書は、市長が別に定める日までに１部提出しなければならない。 

（交付の条件） 

第５条 市長は、交付金の交付の決定に当たり、次に掲げる条件を付するものとする。 

(1) 交付事業を変更、中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受け
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なければならない。 

(2) 交付事業に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿及

び書類を交付金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければならない。 

（交付金交付の決定） 

第６条 市長は、第４条の規定により交付申請書の提出があった場合には、予算の定める

ところに従い交付金の交付を適当と認めるときは、交付金の交付を決定し消防団運営費

交付金交付決定通知書（様式第４号）により当該申請者に通知するものとする。 

（事業計画変更の承認） 

第７条 前条により交付金の交付決定を受けた者が、その事業計画を変更、中止又は廃止

しようとするときは、消防団運営費交付金事業計画変更承認申請書（様式第５号）に次

に掲げる書類を添えて、市長に提出し承認を受けなければならない。ただし、市長が提

出を要しないと認めた添付書類については、省略することができる。 

(1) 消防団運営費交付金変更収支予算書（様式第２号） 

(2) 消防団運営費交付金変更事業計画書（様式第３号） 

(3) その他参考となる書類 

（交付金交付の取り消し） 

第８条 交付金の決定を受けた者が、次の各号の１に該当する場合は、市長は、交付金の

交付を取り消し、又は交付金の交付額を減額し、若しくは既に交付した交付金を返還さ

せることができる。 

(1) 事業を中止、又は廃止したとき。 

(2) その他不正行為があったとき。 

（実績報告） 

第９条 交付金の決定を受けた者は、当該年度の事業が完了したときは、消防団運営費交

付金実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、当該年度の３月末日までに

市長に提出しなければならない。ただし、市長が提出を要しないと認めた添付書類につ

いては、省略することができる。 

(1) 消防団運営費交付金収支決算書（様式第２号） 

(2) 消防団運営費交付金事業実績書（様式第３号） 

(3) その他参考となる書類 

（交付金の確定） 

第10条 市長は、前条の規定により実績報告が提出された場合、その内容が交付決定の内

容及び条件に適合すると認めたときは、交付する交付金の額を確定し、消防団運営費交

付金交付確定通知書（様式第７号）により、当該申請者に通知するものとする。 

（請求の手続き） 

第11条 交付金の支払いは、前条の規定により交付すべき交付金の額を確定した後に行う

ものとする。ただし、市長が交付金の交付の目的を達成するため特に必要があると認め

るときは、概算払いをすることができる。提出書類は、消防団運営費交付金交付請求書

及び概算払請求書（様式第８号）を各１部とする。 

附 則 

この告示は、公示の日から施行し、平成19年度から平成29年度までの分の交付金に適用
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する。 

附 則（平成21年３月26日告示第40号） 

この告示は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年７月７日告示第117号） 

この告示は、公示の日から施行し、改正後の菊川市消防団運営費交付金交付要綱の規定

は、平成22年４月１日から適用する。 

附 則（平成24年３月30日告示第63号） 

この告示は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月29日告示第84号） 

この告示は、平成25年４月１日から施行する。 

  附 則（平成27年３月31日告示第87号） 

この告示は、平成27年４月１日から施行する。 

様式第１号（第４条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第２号（第４条、第７条、第９条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第３号（第４条、第７条、第９条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第４号（第６条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第５号（第７条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第６号（第９条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第７号（第10条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第８号（第11条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 
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○菊川市自給率向上推進対策事業補助金交付要綱 

平成24年３月30日告示第113号 

改正 

平成27年３月30日告示第63号 

平成28年６月８日告示第147号 

菊川市自給率向上推進対策事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市長は、需要に応じた米の計画的生産と水田を有効に利用した転作作物等の生産

拡大により、水田を中心とした土地利用型農業の活性化を図るため、転作田の団地化、

土地利用集積化及び水田の有効利用を行った者に対し、予算の範囲内において、補助金

を交付するものとし、その交付に関しては、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(１) 団地化 地縁的に連たんする転作水田が10アール以上で、かつ、農業者２人以上

が転作する水田をいう。 

(２) 土地利用集積化 転作水田が10アール以上で作業受委託契約書等により、農作業

等を受委託している水田をいう。 

（補助の対象及び補助額） 

第３条 補助の対象、補助額及び要件の確認方法は、別表に掲げるとおりとする。 

（交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、菊川市自給率向上推進対策事業補助金交付

申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。ただ

し、申請者の委任により遠州夢咲農業協同組合が代理申請することができる。 

(１) 事業実績書（様式第２号） 

(２) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の申請書は、市長が別に定める日までに１部提出しなければならない。 

（交付の決定及び確定） 

第５条 市長は、前条第１項の申請書が提出された場合は、その内容を審査し、適当と認

めたときは、補助金の交付を決定し、及び確定し、当該申請者に対し、交付の決定及び

確定の通知（様式第３号）を行うものとする。 

（請求の手続） 

第６条 補助金の交付の請求を行おうとする者は、請求書（様式第４号）を市長に提出し

なければならない。 

２ 前項の請求書は、補助金の交付の決定及び確定の通知を受領した日から起算して20日

以内に１部提出しなければならない。 

（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 
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この告示は、平成24年４月１日から施行し、平成24年度から平成29年度までの分の補助

金に適用する。 

附 則（平成27年３月30日告示第63号） 

この告示は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年６月８日告示第147号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

別表（第３条関係） 

  

補助の対象 
補助基準（10ａ当たり） 

補助基準額 補助額 
要件の確認

方法 
区分 要件 作付面積基準 補助基準額 

小 麦 又 は

大豆 

生産調整を

実施してい

ること。 

10ａ以上 6,500円 作付面積基

準欄に応じ

て補助基準

額欄に定め

る額に当該

作付面積を

乗じた額と

する。 

菊川市農業

再生協議会

に確認する。 

様式第１号（第４条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第２号（第４条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第３号（第５条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第４号（第６条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 
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   菊川市職員通信教育助成金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市長は、職員の自己啓発意欲を促進し、及び職務遂行能力の向上に資するため、

通信教育講座（以下「講座」という｡)を受講し、かつ、修了した職員に対し、予算の範

囲内において、助成金を交付するものとし、その交付に関しては、菊川市補助金等交付

規則（平成17年菊川市規則第29号。以下「規則」という｡)及びこの要綱の定めるところ

による。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 (1) 職員 菊川市職員で、次に掲げるいずれにも該当しないものをいう。 

  ア 菊川市職員の給与に関する条例（平成17年菊川市条例第38号）別表第２医療職給

料表(1)及び医療職給料表(2)の適用を受ける職員 

  イ 消防職員 

  ウ 臨時職員等 

 (2) 講座 市長が別に指定する冊子に記載された通信教育プログラムをいう。 

 (3) 講座の実施機関 前号に掲げる講座の取扱業者をいう。 

 （対象者） 

第３条 助成の対象となる職員（以下「対象者」という｡)は、次の各号のいずれにも該当

する者とする。ただし、助成の回数は、１年度において職員１人につき１講座を限度と

する。 

 (1) 別に指定する期日までに、通信教育受講申込書（様式第１号）を市長に提出した者 

 (2) 前号の規定により申込みをした講座を受講し、かつ、当該講座の受講期間内に修了

した者 

 （助成の額） 

第４条 助成の額は、対象者が講座の実施機関に支払った受講料に100分の50を乗じて得

た額（その額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、２万

円を限度とする。 

 （交付の申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする対象者は、通信教育助成金交付申請書（様式第２

号）に当該講座の修了証書の写しを添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書は、講座の修了の日から１か月以内に１部提出しなければならない。 

 （交付の決定及び確定の通知） 

第６条 市長は、前条第１項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と

認めたときは、助成金の交付を決定し、及びその額を確定し、その旨を通信教育助成金

交付決定及び確定通知書（様式第３号）により当該対象者に通知するものとする。 

 （請求の手続） 

第７条 前条の規定による助成金の交付決定及び確定の通知（次項において「交付決定及

び確定通知」という｡)を受領した対象者が助成金の交付の請求を行おうとするときは、

請求書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 
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２ 前項の請求書は、交付決定及び確定通知を受領した日から起算して10日以内に１部提

出しなければならない。 

 （助成金の交付の決定の取消しの通知） 

第８条 市長は、規則第14条第１項の規定により、助成金の交付の決定を取り消した場合

は、その旨を通信教育助成金交付決定取消通知書（様式第５号）により当該対象者に通

知するものとする。 

 （助成金の返還請求） 

第９条 市長は、規則第15条第１項の規定により、助成金の返還をさせる場合は、当該対

象者に対し、通信教育助成金返還請求書（様式第６号）により当該助成金の返還の請求

をするものとする。 

 （補則） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

  附 則 

この要綱は、平成24年５月１日から施行し、平成24年度から平成29年度までの分の補助

金に適用する。 

   附 則 

 この改正は、平成27年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第３条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

通信教育受講申込書 

 

年 月 日  

 

  菊川市長 氏     名 宛 

 

申請者 所 属            

氏 名         ㊞  

 

    年度において通信教育講座を受講したいので、次のとおり申し込みます。 

講座番号及び講座名 

 

 

 

受講期間    年 月 日から  年 月 日まで（ か月） 

受講料              円 

受講目的 

 

 

 

 

テキスト等の送付先

（アパート等の場合

は部屋番号まで記入) 

郵便番号 

 

 

電話番号  （  ）     

 (注) 

  １ 受講目的は、この講座をなぜ受講するのか、習得した技能等をどのように活用し

ていくのかを簡潔に記入してください。 

  ２ 別に指定する期日までに提出してください。 
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様式第２号（第５条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

通信教育助成金交付申請書 

 

 年 月 日  

 

  菊川市長 氏     名 宛 

 

申請者 所 属            

氏 名         ㊞  

 

    年度において通信教育講座を受講し、修了したので、菊川市職員通信教育助成金

を交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

講座番号及び講座名 

 

 

 

受講期間    年 月 日から  年 月 日まで（ か月） 

受講料              円 

助成金申請額 

 

   円×50／100＝   円（1,000円未満切捨て。２万 

円を超える場合は２万円） 

 (注) 
  １ 受講修了の日から１か月以内に提出してください。 
  ２ 修了証書の写しを添付してください。 
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様式第３号（第６条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

通信教育助成金交付決定及び確定通知書 

 

第   号  

年 月 日  

 

  氏     名 様 

 

菊川市長 氏     名 □印   

 

    年 月 日付けで申請があった菊川市職員通信教育助成金の交付について、次の

とおり決定し、及び確定します。 

 

交付額             円 
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様式第４号（第７条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

請  求  書 

 

  金           円 

 

  ただし、  年 月 日付け 第 号により助成金の交付の決定及び確定を受けた菊

川市職員通信教育助成金として、上記のとおり請求します。 

 

 年 月 日  

 

  菊川市長 氏     名 宛 

 

申請者 郵便番号            

住  所            

所  属            

氏  名         ㊞  

 

口座振替先 

金融機関名 

金融機関名  口座種別 普通・当座・その他（  ） 

本・支店名  口座番号  

フリガナ  

口座名義  
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様式第５号（第８条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

通信教育助成金交付決定取消通知書 

 

第   号  

年 月 日  

 

  氏     名 様 

 

菊川市長 氏     名 □印   

 

    年 月 日付け 第 号による菊川市職員通信教育助成金の交付の決定の全部

（一部）を次のとおり取り消します。 

 

 １ 交付決定の取消額 

  (1) 交付決定額         円 

  (2) 今回取消額         円 

  (3) 更正決定額         円 

 

 ２ 取消しをする理由 

 

 ３ 取消しをする事業の内容（取消額の算定基礎） 
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様式第６号（第９条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

通信教育助成金返還請求書 

 

年 月 日  

 

  氏     名 様 

 

菊川市長 氏     名 □印   

 

    年 月 日付け 第 号により交付の決定をした菊川市職員通信教育助成金につ

いては、このたび当該助成金の交付の決定を別途  年 月 日付け 第 号により取

り消したので、既に交付済みの助成金について、次のとおり返還の請求をします。 

 

 １ 返還を請求する助成金の額 

  (1) 更正決定額           円 

  (2) 交付済額            円 

  (3) 返還請求額           円 

 

 ２ 返還納付すべき期限    年 月 日 
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○公益社団法人菊川市シルバー人材センター育成事業費補助金交付要綱 

（平成19年３月６日告示第31号） 

改正  平成21年３月30日告示第69号 

平成24年３月30日告示第70号 

平成25年１月16日告示第11号 

平成27年３月31日告示第143号 

 

公益社団法人菊川市シルバー人材センター育成事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市長は、高齢者の就業機会の増大と福祉の増進を図るため、公益社団法人菊川市

シルバー人材センター育成事業実施要綱に基づき社団法人菊川市シルバー人材センター

（以下「センター」という。）に、予算の範囲内において、補助金を交付するものとし、

その交付に関しては、菊川市補助金等交付規則（平成17年菊川市規則第29号）及びこの

要綱に定めるところによる。 

（補助の対象及び補助額） 

第２条 補助の対象及び補助額は、次のとおりとする。 

(１) 補助の対象 

センターが行う事業に要する経費のうち別表に掲げる経費 

(２) 補助の額 

前号に掲げる経費の額は、補助対象の額を限度として予算の範囲内で定める額とす

る。 

（交付の申請） 

第３条 補助の申請に必要な書類は、次のとおりとする。 

(１) 提出部数 各１部 

ア 交付申請書（様式第１号） 

イ 事業計画書（様式第４号） 

ウ 収支予算書 

エ 定款又は規約 

オ 役員名簿 

カ その他必要書類 

(２) 提出期限 

別に定める日まで 

（交付の条件） 

第４条 交付を決定する際の条件は、次のとおりとする。 

(１) 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ市長の承認を受けな

ければならないこと。 

ア 補助事業に要する経費を変更しようとする場合 

イ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

(２) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。 
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(３) 補助金の支出に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの

帳簿及び書類により補助金を受けた年度終了後５年間保管しなければならないこと。 

(４) 人件費の10パーセントを超えて変更しようとする場合には、あらかじめ市長の承

認を受けなければならないこと。 

(５) 補助事業により取得し、又は効果の増加した機械及び器具であって取得価格又は

増加価格が50万円以上のものについては、それぞれ減価償却資産の耐用年数等に関す

る政令（昭和40年大蔵省令第15号）別表に定める耐用年数期間内においては、市長の

承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡、交換、貸付け又は担

保に供してはならないこと。 

（変更の承認申請） 

第５条 交付決定を受けた補助額に変更が見込まれる場合には、次の書類を提出するもの

とする。 

(１) 提出書類 各１部 

ア 変更承認申請書（様式第２号） 

イ 変更事業計画書（様式第４号） 

（実績報告書） 

第６条 事業実施後には、次のとおり実績報告を行うものとする。 

(１) 提出書類 各１部 

ア 実績報告書（様式第３号） 

イ 収支決算書の写し 

ウ 事業実績書（様式第４号） 

エ 事業報告書 

(２) 提出期限 

補助金交付のあった年度の翌年度の４月10日まで 

（請求の手続） 

第７条 補助金を受けようとする者は、次のとおり書類を提出する。 

(１) 提出書類 １部 

請求書 

（概算払の請求手続） 

第８条 補助金の概算払を受けようとする者は、次のとおり書類を提出する。 

(１) 提出書類 １部 

概算払請求書 

（補助金交付決定） 

第９条 市長が補助金の交付決定又は概算払を承認した場合は、補助金決定通知書（様式

第５号）を通知するものとする。 

（補則） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、その他補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 
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１ この告示は、公示の日から施行し、平成19年度から平成29年度までの分の補助金に適

用する。 

（社団法人菊川市シルバー人材センター育成事業費補助金交付要綱の廃止） 

２ 社団法人菊川市シルバー人材センター育成事業費補助金交付要綱（平成17年菊川市告

示第42号。以下「旧告示」という。）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この告示の施行前に旧告示の規定により市長に対してなされた申請その他の手続は、

それぞれこの告示の相当の規定によりなされた申請その他の手続とみなす。 

附 則（平成21年３月30日告示第69号） 

この告示は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日告示第70号） 

この告示は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年１月16日告示第11号） 

この告示は、公示の日から施行し、この告示による改正後の公益社団法人菊川市シルバ

ー人材センター育成事業費補助金交付要綱の規定は、平成24年４月１日から適用する。 

附 則（平成27年３月31日告示第143号） 

この告示は、平成27年４月１日から施行する。 

 

別表（第２条、第４条関係）  

区分 補助金の対象経費 

管

理

費 

 １ 職員の俸給及び諸手当 

 
職員基本給、職員特別手当（賞与）、通勤手当、超過通勤手当、

管理職手当 

 ２ 臨時に雇用する職員の賃金 

人件費 ３ 法定福利費 

 健康保険料、厚生年金保険料、労働保険料などの法定福利費の事

業主負担分 

 ４ その他 

 
職員の健康診断に要する費用、職員退職給与引当金、中小企業退

職金共済掛金等 

職員旅費 関係機関等との連絡及び会議への出席に要する旅費 

備品費 
机、いす、図書、電話機（手数料、架設費を含む。）、応接セット等

の備品購入費 

消耗品費 事務用消耗品及び燃料の購入費 

印刷製本費 
図書、文書、議案、図面、罫紙類、諸帳簿、雑誌、書類、伝票等の印

刷製本費 

 １ 郵便料、電信料、電話料 

通信運搬費 
２ 事務用諸物品の荷造費及び運賃 

３ 近距離の乗船及び乗車の回数券の購入費 
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 ４ 有料道路の通行料 

光熱水費 電気料、水道料、ガス料 

公租公課 固定資産税、県民税等 

使用料及び

賃借料 
事務所及び事務用機器の借上料 

 １ 倉庫料 

 ２ 各種保守料 

 ３ 新聞広告その他の広告料 

雑役務費 ４ コピー料 

 ５ 送金手数料 

 ６ テレビ受信料、清掃くみ取り料、ガラス入替料、ペンキ塗替料 

 ７ 電気、水道、水道等の設備の新設、増設又は修繕のための工事費 

 ８ 畳、建具等の製造又は加工の諸負費 

 

様式第１号（第３条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第２号（第５条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第３号（第６条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第４号（第３条、第５条、第６条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

様式第５号（第９条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 


